
今 第 f8 号証 

東海第二原子力発電所運転差止等請求事件

避難に関する意見書 

環境経済研究所（技術士事務所） 上岡直見 

はじめに一本意見書の趣旨と構成 

日本原子力発電株式会社（以下「原電」という）が茨城県東海村に設置している東海第二原子

力発電所（以下「東海第二原発」という）は 1978年 11月に運転を開始し国内の沸騰水型炉では

最古である。原子炉設備自体の評価に関しては別途議論されるものとして、本意見書では東海第

二原発において住民の避難が必要となる放射性物質の放出事故が発生した場合、周辺の自治体・

茨城県はもとより、首都圏に至るまでどのような影響が及ぶかを検討する。ここで主な論点が三

つ挙げられる。第一は東海第二原発の緊急事態に際してどこにどの程度の放射線の影響が発生す

るか、あるいはどこまで避難が必要となるかである。第二は、原発から 30km 圏の住民登録者だ

けでも96万人1に及ぶ住民が実際に避難先まで安全に移動できるのかという物理的な問題である。 

第三は、かりに住民が広範囲にわたって退去すれば、当面の被ばくを避けられたとしても地域の

経済的・社会的活動の停止に伴ってどのくらい損失が発生するのかという問題である。以下この

テーマに沿って検討結果を述べる。 

1 放射線の影響はどうなるか 

1. 1 もし福島が東海第ニ原発だったら 

t2 福島事故の実績からの評価 

1. 3 東海第ニ原発の緊急事態の影響 

2 原子力防災と避難 

2. 1 原子力防災の枠組みと問題点 

22 他の防災法制との矛盾 

2. 3 r3okm」の妥当性 

2. 4 「原子力災害対策指針」の変遷 

2. 5 熊本・北海道地震からの知見 

3 避難の困難性について 

3. 1 東海第ニ原発周辺の基礎数値 

3. 2 道路の物理的支障 

3. 3 渋滞による支障 

3. 4 避難時間シミュレーション 

3. 5 「段階的避難」の非現実性 

3. 6 避難に必要な情報の取得について 

1原子力規制委員会が 2012年10月に策定した「原子力災害対策指針（初版）」の付属資料では 
93万 1537人となっているが「茨城県広域避難計画」では 96万 0479人となっている。規制委員
会は物理的な 30km圏で、茨城県は避難元単位で集計しているための差である。いずれも国勢調
査に基づく夜間人口であり外部との出入り、観光客等は考慮されていない。 

一 I- 



避難区域区分 

●ロ緊急時避難準備区域
計画的避難区域 
警戒区域 

かすみが 

fうら市 

3. 7 要支援者と集団輸送体制 

3. 8 自動車燃料の制約 

4 避難に起因する経済的影響 

4. 1 経済的影響の試算方法 

42 試算結果に二凡、て 

5 まとめ 

1 放射線の影響はどうなるか 

11 もし福島が東海第二原発だったら 

東日本大震災に際して東海第二原発は、緊急停止後に冷温停止に持ち込むことができたが、こ

れは偶然の所産であり、福島第一原子力発電所事故（以下「福島原発事故」）と同じ事態が発生し

てもおかしくなかった。放射性物質の放出に際しての気象条件は予測できないが、図1は福島原

発事故の後に政府が指定した避難範囲の区分を 90 度転置して東海第二原発の位置にあてはめた

ものである。気象条件によってはこのように経済的・社会的影響が大きい水戸市・ひたちなか市

の全域が避難範囲に該当することもありうる。なお後述（1.2）するように、福島原発事故では炉

心に蓄積されていたセシウム137内蔵量に対して0.5'-2％程度（報告者により複数の推定がある） 

が放出されただけでこのような重大事態に至ったことから考えれば、事故の進展によっては福島

原発事故よりも大量の放射性物質の放出が生じ、さらに広範囲の避難が必要（おおむね放出量に

比例して避難範囲が拡大する）となった可能性もある。 

図 1 福島原発事故の避難範囲を東海第二にあてはめた図 



t2 福島事故の実績からの評価 

本意見書では原子炉設備自体の評価は行わないが、避難に関する検討に際しては事故の進展シ

ナリオ、すなわちどのような放射性物質（核種）が、いつ、どれだけ放出されるかに関しての知

見が必要となる。一つの参考事例は、2011年 3 月の福島第一原子力発電所事故（以下「福島原発

事故」）に際して現実にどれだけ放射性物質が放出されたかの推定値である。報告者によって結果

に差があるが、セシウム 137 にして 1'-3.7X1O'6Bq （ベクレル）と推定されている2。当時 1-3 

号機が稼働中であったが、1-'--3 号機の炉心に内蔵されていたセシウム 137 の量に対する比率と

してみれば約 0.5-'--2％にあたる。 

使用中の核燃料には主なものだけでも数十種類の放射性物質が存在し、それらのうちどの割合

が環境中に出てくるかは事故の状況と物質の性質（ガス状か粒子状か等）により異なるのですべ

ての核種について一律 0.5---2％ではない。しかし概略としても炉内に内蔵されていた放射性物質

のうちたかだか 1％前後が放出されただけで、周辺の市町村の全域で避難を強いられ現在も住民

が帰還できない地域が残るほどの被害が発生した。例年の 3 月に出現頻度の高い風向は西から北

であるのに、連続爆発の後に逆方向すなわち原発側から内陸へ向かって風が吹くという不運が重

なり、陸側の汚染濃度が高くなった。このように不確定要素が大きいが、緊急事態は陸上の気象

条件に関係なく発生するから楽観的な条件の下で対策を検討すべきではない。 

図 2 はいくつかの故障要因の組み合わせによって事故をパターン化してシミュレーションを行

い、事故発生から環境中への放出が始まる時間を推定した検討である3。図の●（赤）で燃料溶融

が始まり、◆（青）で圧力容器が破損し、▲（黒）で環境への放出が始まる時間を示している。 

Tは過渡事象（通常の運転状態でない急激な変化）、Bは全交流電源（外部電源）喪失、Uは高圧

注水系喪失である。福島原発事故で爆発・放射性物質の大量放出に至った経過はこの仮想シナリ

オとは正確には合致していないが、1 号機ではおおむねT・B・Uの組み合わせに相当し、2・3 
号機ではT・Bの組み合わせに相当する。事故発生から 10-'-' 100 時間すなわち 1～数日で燃料溶

融が始まり環境中ハ、の放射性物質の大量放出に至った経過と大筋において合致している。 

また図 3は同じ組み合わせについて、炉心に内蔵されていたョウ素およびセシウムのうちどれ

だけの割合が環境中に放出されるかを推定した値である。前図と同様に 1号機（T・B・U)2・ 

3 号機（T・B）のケースでみれば、◆（青）マークのセシウムとして1-'3％と読み取れる。福

島原発事故では発生した水素の関与などがあり仮想シナリオと正確には合致していないが、概略

の放出規模としては福島原発事故における観測事実と合致しているといえよう。 

2 東京電力福島原子力発電所事故調査員会『国会事故調報告書（参考資料）』p.97 (CD一 ROM 
版）,2012年 9 月 
3 村松健「事故時ソースターム」（第 3 回技術等検討小委員会・資料 2) 2011年 10 月 25 日、参
考資料B,C 

3 



R
 

W
 

B
 

0 	 I 
0 	 Cs 

卿
 

1018 

10 一 

10110 

10 一8 i0'7 10'6 10一5 io4 10'3 10'2 1011 100 

炉心内蔵量に対する放出割合（り 

図 4 放出割合と事故発生確率の評価 
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図 2 放射性物質の放出が始まる時間 
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図 3 放射性物質の放出割合 
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福島事故前に原子炉の安全性を評価するために用いられていた確率論的評価では、原子力事故

のリスクは「事故の規模」×「事故の発生確率」で評価されるとの考え方に基づき「規模の大き

い事故ほど発生する確率が少ない」と評価していた。図4に示すように福島原発事故レベルすな

わちセシウムの炉心内蔵量の1％前後が放出される事故は 100万炉年（炉年は1基の原発が1年

稼働するとした時間）に1回あるいはそれ以下の確率と予測されていた4。しかし日本国内につい

てみれば、福島原発事故前までの累積が 1,423 炉年に対して 3炉がセシウムの炉心内蔵量の 1 0/1/0 

前後が放出される事故を起こしたのであるから、その確率は 2.1X10-3すなわち 1,000 炉年に 1 

回を上回ることになり、確率論的評価よりも実態は 1,000 倍以上も大きかったことになる。なお

世界の範囲でみれば同じく累積が 14,424 炉年に対して福島 3 炉＋スリーマイル・チェルノブイ

リを加えた 5 炉として計算すれば、その確率は 3.5X 10-aであり、世界平均と比較しても日本の

原発の過酷事故の発生確率は1桁以上確率が大きかった結果となる。ただし避難計画はあくまで 

「原子力緊急事態が発生した」という前提の下に策定するものであるので、発生確率の大小は間

わず検討することが求められる。 

i0- - ' ",l 

4原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会（第2回）・資料第1号，2011年 10月 13 日 
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t3 東海第二原発の緊急事態の影響 

2011年 3 月 25 日ころ、福島第一原発事故の収束に失敗した場合のさらなる不測事態が検討さ

れていた5。それによると福島原発から半径 250km 以上・首都圏 3000 万人の総退避が必要とさ

れる可能性があったことが菅直人（元）首相により後日公表された。実際にはこの事態は避けら

れたが、偶然の幸運が重なった結果に過ぎず、現実化する可能性も十分にあった。その福島第一

原発（東京都庁を基準とすれば直線距離で 230km) よりはるかに近い東海第ニ原発（同 120km) 

の緊急事態では放射線の影響はどのようになるであろうか。緊急事態に際して放出される放射性

物質は、ガス状、粒子状などさまざまな形態で気流に乗って移動する。初期のガス状については

屋内退避でやり過ごすことにより被ばくの軽減がありするが、次の段階では粒子状で地上に降下

した核種（セシウム 134、セシウム 137 など）からの被ばくが主となるため、その場に留まる時

間に比例して被ばくすることになる。 

東海第二原発から放射性物質の放出があった場合の影響に関しては福島事故前から既に指摘さ

れていた6ところであるが、改めてシミュレーションを試みた。計算方法は大気汚染物質の拡散計

算として広く用いられているパスキル式を基にしている。ただし工場のばい煙や自動車排気ガス

等と異なる点は、放射性物質は時間とともに放射線を出しながら自ら壊変してゆく（いわゆる「半

減期」はその結果）分と、地表に沈着する分がある（その分だけ空中を飛ぶ放射性物質は距離と

ともに減ってゆく）こと等である。 

パスキル式を放射性物質の拡散に適用する具体的な手法は瀬尾健らにより整理されたもの7で

あるが、その際に用いられる各種の係数や基礎数値等は前述のラスムッセン報告・WASH1400 

や「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針について8」等に準拠している。すなわち発電

事業者あるいは国等がシミュレーションを行っても同じ結果をもたらすのであって、その結果の

重大性は発電事業者あるいは国等も当然認識しているはずである。 

試算の結果を次の図 5 に示す。初期の被ばくによる急性死者数（赤色）と、その後の晩発性死

者数（黄色）を 500mメッシュごとに整理した。なおこの結果は、事故の進展シナリオ・気象条

件などにより大きく影響されるが、前述の事故パターンを BWR3（炉内に内蔵されているセシウ

ムが 1割放出）と想定し、北東の風 2.Omノ秒、気象安定度 D としたときの試算例である。なお 

BWR3その他事故パターンの詳細は文末付属資料 1に示した。 

パスキル式は平面上の拡散を想定しているため地形の影響（山岳など）を考慮できない制約が

あるが、関東地方はおおむね平野であり近似的に平面として考えてよいと思われる。なお瀬尾健

らによるシミュレーションでは放射性物質の放出があっても住民がそのまま留まる前提で試算さ

れているが、福島事故を経て現在は後述する「原子力災害対策指針」により原発からおおむね 5km 

5 『福島原発事故独立検証委員会調査・検証報告書』2012 年 3 月，p.89 
6 『これから起こる原発事故（改訂版）』宝島社，2007 年 
7「第 68 回原子力安全問題ゼミ資料」1997 年 8 月 29 日開催 
今中哲二「SEO 原発事故災害評価プログラムにおける放射能の拡散・沈着、被曝線量、リスクモデ 
ル」 
http ://www.rri.kyoto-u.ac.jp/NSRG/seminar/No6811mnk68.html  
小出裕章・瀬尾健「原子力施設の破局事故についての災害評価手法」 
http://www.rri.kyoto-u. ac.jp/NSRG/seminar/No68/kid9708.html  
8 文部科学省「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針について」 
http ://www.mext.go .jplb_menulhakusho/nc/t19820 12800 1/t19820 128001 .html 
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(PAZ）圏内は放射性物質の放出前に避難することとされている。その実効性は後述のように

疑問があるがここでは半径 5km圏内の事前避難は成功したものとして5km圏内での被ばくはな

しとしている。一方でその外のひたちなか市・水戸市では急性被害が発生し、急性死者は約 4万 

2600人と推定される。その他の茨城県内および首都圏で晩発死者が約 71万 7千人である。 

また後述する「原子力災害対策指針」では、原発から 30km以内（UPz）においては屋内退避

を原則とするが、緊急時モニタリングにより 5O0a Sv/hに該当した場合は数時間内を目途に区域

を特定し避難等を実施し、同じく 20iSvthに該当した場合は 1日以内を目途に区域を特定し地

域生産物の摂取を制限するとともに1週間内に一時移転を実施するとしている。この基準により

事故パターン BWR3 に対して避難範囲を推定すれば、図 6 の赤色で示すように茨城県はもとよ

り埼玉県の風下側全域が避難対象範囲となり、また黄色で示すように東京都・神奈川県の風下側

全域においても一時移転が必要となる。 

図 5 BV'R3 想定に対する 
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6 「指針」による避難範囲 

原子力防災の枠組みと問題点については各種資料により論じられているが、避難と密接にかか

わる論点があるのでここで簡単に整理しておく。福島原発事故前には、緊急事態に放射性物質の 



放出がありうるとしても市町村の全域が避難対象となるような事態を想定する必要はないと認識

されていた9。このため緊急時に対策を講ずるべき範囲（EEZ）は原発から 8-10kmとされてい

た。しかし福島事故を経て、より深刻な条件を想定する必要性に迫られ 2012 年 10 月に「原子力

災害対策指針（以下「指針」）」が策定された。 

一方で国の防災基本計画（原子力災害対策編）においても、当該地域に係る地方公共団体は広

域避難（30km 圏外へ）計画を策定することとされた。地方公共団体に対してこの義務が課され

る法的な枠組みは、原子力災害対策特別措置法（以下「原災法」という）第 28 条第 1項の規定

により読み替えて適用する災害対策基本法（以下「災対法」という）第 40 条及び第 42 条の規定

により、地方公共団体は「防災基本計画」及び「指針」に基づく地域防災計画を作成することが

求められるからである10。これが一般に「原子力発電所から 30km 圏の自治体において避難計画

の策定が義務付け」とされる根拠である。 

「災対法」と「原災法」に基づき、都道府県は都道府県防災会議を設置し「都道府県地域防災

計画（原子力災害対策編）」を策定する。また市町村は都道府県の計画と整合的な形で「市町村地

域防災計画（原子力災害対策編）」を策定する。都道府県・市町村の「地域防災計画（原子力災害

対策編）」を策定するにあたり、原災法に基づき原子力規制委員会は「原子力災害対策指針（以下 

「指針」) ii」を提供することとされている。これと並行して内閣府・消防庁連名で「地域防災計

画（原子力災害対策編）作成マニュアル（市町村分）12」が提供されている。またその解説資料

的な位置づけとして、原子力規制庁は「〈原子力災害対策指針・補足参考資料〉地域防災計画（原

子力災害対策編）作成等にあたって考慮すべき事項について13」を同時に公表している。 

しかし「指針」は防災に関して地方公共団体の責務に関わる内容を記述していながら、原子力

発電所の再稼働（あるいは新規稼働）の適否を評価する「実用発電用原子炉に係る新規制基準（以

下「新規制基準」という14）とは関連を有さず、県・市町村の原子力防災計画・避難計画等の実

効性の評価等は新規制基準に対する適合の要件とされていない。2014 年 7 月 16 日に原子力規制

委員会は、九州電力川内原発 1・2 号機の適合判断に際し、田中委員長（当時）は、同委員会は

基準に適合しているかどうかを審査するだけで、自分は安全だとは言わない、稼働させる政治判

断はしないと述べている。同委員長は以前から新規制基準と防災問題は車の両輪として避難計画

の策定も必要としながら、再稼働を判断するのは規制委員会ではなく、再稼働の判断は避難計画

を策定する地方自治体に任せ規制委員会は関知しないとしている。また避難計画は県・市町村が

策定するのであり規制委員会は指針を提供するものであるとの見解を表明している15。 

すなわち地方公共団体は原子力防災に関する責務を負うにもかかわらず、30km 圏はもとより

原発が直接立地する市町村でさえも安全性を評価する新規制基準に関しては関与の枠組みも手段

もない片務的な状態に置かれている。既存の原子力発電所に関しては法的強制力のない情報提供 

9 （『国会事故調報告書』2012 年 9 月） 
10 内閣府ホームページ httpゾノwww8.cao. go.jp/genshiryoku_bousailkeikakulkeikaku.html  
11 原子力規制委員会「原子力災害対策指針」（本意見書時点では平成 28 年 3 月1日改正版） 
https://www.nsr.go.jp/data/00002444  1 .pdf 
12 内閣府「地域防災計画（原子力災害対策編）作成マニュアル」 
http ://www.fdma.go.jp/disaster/chiikibousaigenshiryoku/manual_shichoson.pdf  
13 原子力規制庁「地域防災計画（原子力災害対策編）作成等にあたって考慮すべき事項について」 
http://www.nsr.go.jp/data/000047200.pdf  
14 「原子炉等規制法」の改正と並行して「実用発電用原子炉に係る新規制基準」が 2013 年 7 月 
8 日施行された。 
15 原子力規制委員長記者クラブ会見（2016年 3 月 22 日） 
https://www.nsr.go.jp/data/000  145526.pdf 
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等に関する「安全協定」を締結するにとどまっている。すなわち現行の法的な枠組みでは、地方

公共団体の避難計画の策定に際して、どのような事態に対してどのような対策を講ずればよいの

かという基本的な条件設定の初期段階からすでに矛盾を呈していることになる。これでは「災対

法」「原災法」に定めるところの「住民の生命、身体及び財産の保護」に必要な措置を講ずること

ができず、制度上の重大な欠陥というべきである。 

2. 2 他の防災法制との矛盾 

そもそも「指針」は「原子力災害対策特別措置法」に則って策定されたものであり、その他各

種の災害対策関連の法令と同様に「国民の生命、身体及び財産の保護」を目的に掲げている（第 

1章第1条）。一例であるが 2011年 12 月に「津波防災地域づくりに関する法律」が制定され、 

全く同様に「国民の生命、身体及び財産の保護」を目的に掲げている16。同法に基づく「基本方

針」について国土交通省の解説17によると、特徴的な内容として基本事項では「最大クラスの津

波が発生した際もなんとしても人命を守る」「ノ、ード・ソフトの施策を総動員させる多重防御」等

の基本方針が記述されている。また津波浸水想定の設定について指針としては「都道府県知事が、 

最大クラスの津波を想定し、悪条件下を前提に浸水の区域及び水深を設定」「津波浸水シミュレー 

ションに必要な断層モデルは中央防災会議等の検討結果を参考に国が提示」としている。すなわ

ち基本的な姿勢として「悪条件下で最大想定」「シミュレーションは国が主導する」ことが示され

ている。 

しかるにこれを原子力防災と対比すると、原子力防災では後述のように最大想定を意図的に避

けて福島事故を基準としない楽観的な想定を設けていること、悪条件下での避難はつけ足し程度

の位置づけであること、シミュレーションについては放射性物質拡散シミュレーションの利用を

放棄して「起きてみなければわからない」という姿勢への転換など18、同じ目的を掲げながら津

波対策に比べると異質である。これは国の責務において政策の整合性という点から矛盾があると

いうべきである。 

なお茨城県に関しては、報道機関の調査によると、2018 年 7 月時点で避難計画の策定状況に

ついて、30km 圏の 14自治体のうち 8自治体が「来年 3月までの策定を目指す」、3自治体が「未

定」とした。3 自治体は策定済みだが、災害時避難要支援者の具体的な移動手段を盛り込んでお

らず改善が必要としている19。なお茨城県の避難対策の検討状況は他県に比してもきわめて低調

である。県の原子力災害対策検討部会の開催は2015年度と2016年度はゼロ、2017年度に1回 

16国土交通省「津波防災地域づくりに関する法律について」 
http ://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/point/tsunamibousai.html  
w国土交通省「津波防災地域づくりを総合的に推進するための基本的指針の概要」 
http ://www.mlit.go.jp/common/000  188826.pdf 
18原子力規制委員会「緊急時の被ばく線量及び防護措置の効果の試算について（案）(2014 年 5 
月 28日） 
https://www.nsr. go.jp/data/000047953.pdf  
では放射性物質の放出量の前提を福島事故の 100分の1に設定する等の過少評価がみられる。ま
た「原子力災害対策指針」第 4次改訂（2015年 4月 22日）では SPEEDI （緊急時迅速放射能影
響予測ネットワークシステム）等の予測システムを避難の参考情報とすることを削除し、モニタ
リングにより空間放射線量率が基準値を超えた場合に防護措置の実施とするように緩和している。 
19 「東海第二30キロ圏避難時、要支援6万 自治会「リヤカー移動」も」『東京新聞』2018年 
8月 21日 

8 



─╖≢№╢20⁹ ⌐│ ─ ⅜ ⇔≡™⌂⅛∫√ ╙ ⅎ╠╣╢

⅜⁸ ≢ ⌐│ ─ ⌐╟╢≤⁸

─ ꜠ⱬꜟ ⌐│ ≢ 406 ⱷהꜟ♩כ ⌐⇔≡☿◦►ⱶ 137 

⅜ 1.2 X 1018ⱬ◒꜠ꜟ≤⁸∕─ ─ ╩ ╦∑≡ 4.1X 1018ⱬ◒꜠ꜟ─ ⅜ ↕╣≡

™╢╒⅛⁸ⱪꜟ♩♬►ⱶ ╙ 3.5 ⱷהꜟ♩כl.Ox lO'7ⱬ◒꜠ꜟ ⅜ ⇔≡™╢21⁹ ꜠

ⱬꜟ │ ╟╡╙│╢⅛⌐ ⌂ ≢ ↕╣≡⅔╡⁸ ⅜ ⇔≡™

⌂ↄ≡╙ ⌐ ⌐ ↕╣≡™╢⁹ 

2. 3 130km₉─  

₈ ₉─ ™╠™₈30km₉─ ⅜ ─╟℮⌐ ↕╣≡⅝√⅜⁸∕╣│ ≢

╩ ∏╢═⅝ ╩ 30km ≤ ╘√∞↑≢№∫≡⁸ 1.3 ≢ ⇔√╟℮⌐₈ ─

⅜ 30km ≢ ╕╢₉↓≤≤│ ⅜⌂™ ⌐ ─ ⅜№╢⁹ ╩ ∏╢ ≤⇔≡ 

r3okm₉─ ⅜ ╡ ⇔ ↕╣╢√╘⁸30km ⌐ ∆╣┌ ≢№╢⅛─╟℮⌂

⅜ ↕╣≡™╢╛⌐ ↑╠╣╢⁹⇔⅛⇔ 30km ∆╣┌ ≤™℮ │⁸ ─≤↓╤

╛ ⅛╠│ ↕╣≡™⌂™⁹ 

₈ ₉≢│╕∏ p.7-..,-8 ⌐⅔™≡₈PAZ] rupz₉─ ⅜ ↕╣≡™╢⅜⁸↓↓≢│

⌂ ─ ⌐│ ⅜⌂™⁹ ─ ⅜ ↕╣╢─│ p.Si--'52 (i) ▬ ꜡  

≢№╢⁹™∏╣╙ IAEA ─ ⌐⅔↑╢ ╩ ≤⇔≡PAZ │₈ ⅛╠ ⌡  

5km ╩ ₉⁸UPZ │₈ ⅛╠ ⌡ 30km╩ ₉≤ ↕╣≡™╢⁹√∞⇔₈⌂

⅔⁸↓─ ⌐≈™≡│⁸ ≤⇔≡ ∆╢ ─ ╩ ╕ⅎ⁸ ≢ ⌂ ╩

∏╢↓≤⅜≢⅝╢╟℮ ⇔√ ≢⁸ ⌐ ⇔≡™ↄ ⅜№╢₉≤ ↕╣≡™╢⁹ 

∆⌂╦∟ ⅛╠₈5km₉№╢™│₈30km₉№╡⅝≤⇔≡ ↕╣≡⅔╡⁸ ⌐

№╢™│∕╣ ─ ⅜ ∆╢ ─ ╩ ⇔√ ╘ ≢│⌂™⁹ 

₈ ⅎ ≤⇔≡│⁸ ─ ⁸ ⌐ Publicationl09, 111╛

International Atomic Energy Agency⁹ ₈IAEA₉≤™℮⁹ ─ GS-R-2 ─

⌐─∫≤╡⁸ ─ ┌ↄ ╩ ⌐ ⅎ╢≤ ⌐⁸ ┌ↄ╩ ─ ≤⇔⌂™

┼─ ╙ ⅎ╢↓≤⅜ ≢№╢ ≤ ═≡⅔╡⁸IAEA╩∕─╕╕ ⇔√─╖≢№╢⁹ 

⇔⅛⇔↓↓≢╙ ⌐ ≠™≡ 30km ⅜ ≢№╢≤™℮ │ ≡↓⌂™⁹∕╣≢│ 

[30km₉≢╟™≤∆╢ │≥↓⌐ ↕╣╢─≢№╤℮⅛⁹ 

↓╣⌐ ∆╢ ╛ ─ ⅎ ╩ ⇔ 22⌐╟╢≤⁸⌂− 30km ⅛≤™℮ ≢│⌂

ↄ⁸ ⌐ ⅛╠ ⅜ ↕╣√ ≢╙⁸ ─ ┌ↄ⅜ ⌐

╕╢⅛╠ ∆╢≤™℮╙─≢№╢⁹ ─ ─ ≢│ ─ ⌐ ≠

ↄ ⌐ ≠™≡ ◦Ⱶꜙ꜠כ◦ꜛfi╩ ⇔√ ⁸UPZ ⌐≈™≡│ ה ─ ┌ↄ  

20 ⌐ ╦╢ ─  
http ://www.pref.ibaraki.jp/seikatsukankyo/gentailkikaku/nuclear/bosaiio6.html  
21 ₈ ⌐⅔↑╢ Ɫ◙כ♪⌐  
∆╢ ₉2013 12  
https ://www.nsr.go.jp/data/000047745.pdf  
22 2012 7 2012 10 24  
https://www.nsr.go.jp/disclosure/committee/kiseilh24fy/20  12 1024.html 

₈ ─ ◦Ⱶꜙ꜠כ◦ꜛfi─ ⌐≈™≡₉2012 10  
 3-1 https://www.nsr.go.jp/data/000047109.pdf  

1 9  
















































